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はじめに

　2024年１月１日、「令和６年能登半島地震」が発生、
奥能登６市町（輪島市、珠洲市、七尾市、能登町、穴
水町、志賀町）を中心に北陸３県は甚大な被害に見舞
われた。
　復旧が少しずつ進められていた最中、９月21日か
らの「奥能登豪雨」では記録的な大雨に襲われ、特に
輪島市、珠洲市、能登町で河川の氾濫や土砂災害が至
る所で発生し、追い打ちをかけられる形となった。
　また、全国的には８月８日、宮崎県沖（日向灘）を
震源とするＭ（マグニチュード）7.1の地震が発生、「南
海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が初めて発
表され、全国に緊張が走ったことは記憶に新しいとこ
ろである。
　こうした状況のもと、BCP（事業継続計画：Business-
Continuity-Plan）に関心が高まり、さまざまな場面で
取り上げられるようになってきた。そこで、今回は能
登半島地震、奥能登豪雨によって北陸でも喫緊の課題
として関心を集めているBCPについて考察する。
　当研究所では、能登半島地震から多少落ち着きを取
り戻しつつあった５月に、被災を経験したうえでの
BCPに関する考え方をアンケートで尋ねており、自由
意見として多くの失敗例や反省点が寄せられた。これ
らを参考に、本稿では、今後“機能するBCP”を目指
し、同じ轍を踏まないように注意喚起・情宣するとい
う観点からとりまとめている。
なお、BCPで対応すべき事項は多岐にわたるが、本

稿では総花的に取り上げるのではなく、企業経営者や
管理職が意識しなければならないこと、見落としがち
なことを重視し、特に「安否確認」と「サプライチェー
ン」を中心に解説する。

第1章 能登半島地震発生後の状況
　能登半島地震の被災地の中でも、奥能登は半島の先
端部分に位置することから、これまでの地震災害とは
異なるさまざまな問題点・課題が顕在化した。
＜防災・復旧面＞
�・�元日（祝日）の夕方に地震が発生。すぐに日が暮れ、
被害状況の把握に時間がかかった。

�・�幹線道路が土砂崩れ、陥没などで寸断され、半島固
有の地理的な制約もあり、被災地へ向かうルートが
限定された。

�・�道路の寸断により、孤立集落が多数発生した。
�・�災害ボランティアの拠点を被災地の近くで確保でき
ず、100㎞以上離れた金沢市などからの日帰り往復
となったため、被災地との移動だけで相当の時間を
要して、復旧支援にかける時間を十分に確保できな
かった。

＜インフラ面＞：復旧に時間がかかった
�・�もともと通信基地数が少ないなかで基地が被災し、
固定電話、携帯電話、インターネットなどの通信障
害が広域で発生。停電により非常用電源のバッテリー
や燃料も尽き、障害の範囲がさらに拡大。道路の啓
開が進まず復旧人員の派遣にも困難をきたした。

�・�水道管の強靭化対応の遅れから、広域で水道管が破
損し、数カ月にわたって断水が続いた。

＜企業活動面＞
�・�地場産業である「輪島塗」「珠洲焼」「酒蔵」をはじ
め、広く「観光・温泉旅館関連」が壊滅的な打撃を
受けた。

�・�能登地域に立地する工場の被災によって部品の生産・
出荷ができなくなったため、北陸の企業のみならず、
全国ベースで部品調達が困難となった。これにより、
減産・業績下方修正に至る大手企業が続出した。
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〝機能するBCP”を構築するには

１．５月に実施したアンケート結果の概要

　当研究所では、５月に北陸の企業に対して景況感な
どに関するアンケートを実施、併せてBCPに関する内
容も尋ねた（本誌８月号でも紹介済）。アンケートで
は「BCPを策定しているか？」や「BCPがどの程度機
能したか？」について質問している（図表１、３）。
　また、全体集計のほかに被災地集計も行った。被災
地では、全体に比べ「機能した」とする回答割合が高
い一方、「機能しなかった」とする回答も相応にみら
れた。これは、被災地のなかでも被害状況に差がある
ことによると考えられ、甚大な被害に見舞われた地域
では、「BCPどころではなかった」というのが実態で
あると推察される（図表２、４）。
※�ここでの被災地とは、「本社・支店・工場」が「奥能登・中能登・
加賀北部・富山県西部」のいずれかにある場合を指す。

　他のさまざまな調査によれば、BCPが有効に機能
しなかった例として、「従業員に周知徹底されていな
かった」、「適切な代替策が定まっていなかったため、

実際の場面で行動に移せなかった」、「復旧目標が現実
に即しておらず実行不能であった」などが見受けられ
る。

２．アンケートからみえてきたBCPの実態

　（できるだけ原文のままとしているが、追加ヒアリ
ング内容や解説内容に合わせて、表現を変えているも
のもある）
（1）認識不足・周知不足・整備不足・再認識
　主な意見は次のとおりであった。現実問題として、
BCP策定の有無にかかわらず、さまざまな不備や不足
が明らかになり、再認識された。
＜BCP策定済企業＞
・対応ルールが周知されていない。
・連絡網の整備不足。
・優先順位の決め方ができていなかった。
・�防災備蓄品はこれまで社内にのみ設置していたが、
建物の損壊があり、屋外にも設置しておいたほう
がよいと感じた。

図表２ BCPの策定状況（被災地）� （%）

被災地 策定済

策定していない
今回の
震災を機に
今後策定予定

今後も
策定予定
なし

全産業 （N=77） 35.1 45.5 19.5 
製造業 （N=29） 41.4 44.8 13.8 
大企業 （N=6） 83.3 − 16.7 
中小企業 （N=23） 30.4 56.5 13.0 

非製造業 （N=48） 31.3 45.8 22.9 
大企業 （N=14） 57.1 21.4 21.4 
中小企業 （N=34） 20.6 55.9 23.5 
建設業 （N=12） 25.0 50.0 25.0 
卸小売業 （N=18） 16.7 55.6 27.8 
サービス業 （N=18） 50.0 33.3 16.7 

　　：全体よりも数値が大きい項目
　　：うち、全体よりも10ポイント以上数値が大きい項目

図表１ BCPの策定状況（全先）� （%）

全先 策定済

策定していない
今回の
震災を機に
今後策定予定

今後も
策定予定
なし

全産業 （N=209）  34.0  43.1  23.0 
製造業 （N=99）  39.4  42.4  18.2 
大企業 （N=21）  71.4  19.0  9.5 
中小企業 （N=78）  30.8  48.7  20.5 

非製造業 （N=110）  29.1  43.6  27.3 
大企業 （N=26）  46.2  23.1  30.8 
中小企業 （N=84）  23.8  50.0  26.2 
建設業 （N=28）  32.1  42.9  25.0 
卸小売業 （N=35）  22.9  48.6  28.6 
サービス業 （N=47）  31.9  40.4  27.7 

図表３ BCPの機能状況（全先）� （%）

全先 十分に
機能した

ある程度
機能した

どちらとも
いえない

あまり
機能しな
かった

全く
機能しな
かった

被災せず、
未対応

全産業 （N=68）  13.2  42.6  25.0  4.4 −  14.7 
製造業 （N=37）  18.9  43.2  18.9 − −  18.9 
大企業 （N=15）  26.7  53.3  13.3 − −  6.7 
中小企業 （N=22）  13.6  36.4  22.7 − −  27.3 

非製造業 （N=31）  6.5  41.9  32.3  9.7 −  9.7 
大企業 （N=12） −  58.3  33.3  8.3 − −
中小企業 （N=19）  10.5  31.6  31.6  10.5 −  15.8 
建設業 （N=9）  22.2  22.2  11.1  22.2 −  22.2 
卸小売業 （N=7） −  57.1  42.9 − − −
サービス業（N=15） −  46.7  40.0  6.7 −  6.7 

図表４ BCPの機能状況（被災地）� （%）

被災地 十分に
機能した

ある程度
機能した

どちらとも
いえない

あまり
機能しな
かった

全く
機能しな
かった

被災せず、
未対応

全産業 （N=25） 16.0 48.0 24.0 8.0 − 4.0 
製造業 （N=11） 36.4 36.4 18.2 − − 9.1 
大企業 （N=5） 60.0 40.0 − − − −
中小企業 （N=6） 16.7 33.3 33.3 − − 16.7 

非製造業 （N=14） − 57.1 28.6 14.3 − −
大企業 （N=8） − 62.5 25.0 12.5 − − 
中小企業 （N=6） − 50.0 33.3 16.7 − − 
建設業 （N=3） − 66.7 − 33.3 − − 
卸小売業 （N=2） − 50.0 50.0 − − − 
サービス業（N=9） − 55.6 33.3 11.1 − − 

　　：全体よりも数値が大きい項目
　　：うち、全体よりも10ポイント以上数値が大きい項目
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＜BCP未策定企業＞
・連絡網のリニューアルができていなかった。
・緊急時の対応について見直しを図る必要性を痛感。
・�従業員の安否確認を迅速に行えるよう、普段から
訓練しておく必要がある。
・�緊急連絡網はあるが、具体的な行動計画がないた
め、BCPの策定の必要性を感じた。

　ここで、しっかりとBCPが策定されている企業で
あっても、「課題に直面している」事例を紹介する。

・�自社マニュアルでは「震度６弱」以上がBCP発動
基準となっていたが、今回の当地震度は「震度５強」
であった。当社基準が適正かを検証する必要があ
ると感じた。

　震度など数値設定に基づく対応を規定する場合、あ
まり厳格に運用しようとすると、実際との違和感・疑
念が生じてしまうかもしれない。
　これを示唆する出来事として、８月８日に発表され
た「南海トラフ地震臨時情報」がある。臨時情報発表
には「想定震源域であること」「Ｍ6.8以上であること」
などの基準があり、（仮にＭ6.7であっても甚大な被害
があるかもしれないが）少しでも基準から外れた場合
には発表されない。
　したがって、今回の地震による自社の被害状況を踏
まえ、震度に関する基準や運用を見直すほうがよいの
ではないか、と思われる。
　実際に、次のような意見もあり、自社の「災害対応
度・対応力を把握できた」ことによって次の対策に活
かせるのではないだろうか。

・�震度５強レベルまでは、生産への影響が少ない、
ということが確認、体感できた。
・�津波到達時間が予想よりも短いということも分
かった。

（2）浮かび上がった「発生日・時刻」の問題
　能登半島地震は元日の夕方に発生、かつ、長期休暇・
帰省中、という複数の条件が重なっており、安否確認
や工場の現地状況確認などに手間取った、という声が
多く聞かれた。
　ほとんどの企業において、「『正月に災害発生』とい
うリスクシナリオ」は、かなりレアケースだったので
はないかと思われる。

・�連休時の安否確認等の対応について想定しておく
必要がある（代務者等を含めた連休中の滞在場所
の確認等）。
・�年末年始の休暇中であったため、安否確認に時間
を要した。
・元日であったため、安否確認しかできなかった。

　また、一部の業界を除いた多くの企業では、「今回
の地震が平日に起きていたらどうなっていただろう
か？」という意見も多くあった。実際に、商業施設で
社員の方が適切に声かけ・誘導して事なきを得た、と
いう映像や報道をご覧になった人も多いであろう。上
記の意見は、「果たして、自社でそういった適切な行
動がとれたであろうか？」という懸念から寄せられた
ものと推察される。
　休日・平日の問題、時間帯の問題、また、自社社員
のみならず、その家族、来店客などの安全確保にも気
を配る必要があるなど、企業の業種や特性によって対
応が異なる点には留意する必要がある。
　災害などの発生時に毎回同じ行動をとれるとは限ら
ず、必ずと言っていいほど想定外の事態が起こる。こ
れにうまく対応するには、とにかく“訓練”、しかも
できる限り“抜き打ちの訓練”を重ねる・経験を積む
しかないと考える。

第2章 あらためて「BCPとは何か」
１．�BCPはすべての業務の継続を目標とし
ているものではない

（1）BCPとは何か
　BCPとは、企業が、テロや災害のみならず、シス
テム障害や不祥事といった状況に置かれた場合でも、
「重要な業務」を継続できる方策を用意し、事業継続
の戦略を記した計画書のことである。
（2）BCPにおける目標設定、現状把握、戦略策定
　BCPの考え方としては、「すべての業務の継続」で
はなく、「重要な業務の継続」ということに特徴があ
る。災害時には、すべての業務を平常時と同じ水準で
継続することは困難であると想定されるため、限られ
た経営資源を効果的に投入するためには、あらかじめ、
①「自社の優先すべき事業・守るべき事業」と「守る
べき水準」を明確にしておく必要がある。なお、BCP
では「守るべき水準」として、「業務復旧までの時間」
を定めることが多い。
　次に、②「守るべき事業」と「守るべき水準」が現
状の体制で達成可能なものかを判断し、達成が困難で
あるならば、③「具体的な障壁は何か」を見極め、そ
れを「解消するために必要な対策を検討」し、「費用
対効果を踏まえた戦略を策定」することが重要である
（図表５）。

自主自主
調査調査
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　なお、実際には「優先すべき業務」や「守るべき業
務」が一つではない、という企業も多いと思われる。
その際には、「優先業務のなかでも“優先順位”」をつけ、
復旧の過程で何を最優先とするか、を「短期・中期・
長期」に分けて、復旧計画の中に落とし込んでいくこ
とが大切であろう。　
（3）防災とBCPの違い
　ここで、「防災」と「BCP（下表では次頁で解説す
るBCMとして記載）」との違いについてまとめてみた。

企業の従来の
防災活動

企業の事業継続
マネジメント（BCM）

主な目的

・�身体・生命の安全確
保
・物的被害の軽減

・�身体・生命の安全確
保
・�優先的に継続・復旧
すべき重要業務の継
続または早期復旧

考慮すべき
事象

・�拠点がある地域で発
生することが想定さ
れる災害

・�事業中断の原因とな
り得るあらゆる発生
事象
　（インシデント）

重要視
される事項

・�以下を最小限にする
こと
 ①�死傷者数
 ②�損害額
・従業員の安否確認
・被災者の救助・支援
・�被害を受けた拠点を
早期復旧すること

・�左記①～②、従業員
等の安否確認や、被
災者の救助・支援に
加え、以下の①～③
の事項
 ①��重要業務の目標復
旧時間・目標復旧
レベルを達成する
こと

 ②��経営及び利害関係
者への影響を許容
範囲内に抑えるこ
と

 ③��収益を確保し企業
として生き残るこ
と

活動・対策
の

検討の範囲

・自社の拠点ごと
 ①�本社ビル
 ②�工場
 ③�データセンター等

・全社的（拠点横断的）
・�サプライチェーン等
依存関係のある主体
 ①�委託先
 ②�調達先
 ③�供給先�等

資料：内閣府�防災担当「事業継続ガイドライン」をもとに編集

　「防災対策」と「BCP」の大きな違いは、「防災対策」
が身体・生命の安全確保と物的被害の軽減が中心とな
るのに対し、「BCP」はその後の「優先対応すべき重

要業務の継続または早期復旧」まで範囲が拡大される
点である。
なお、先に紹介した５月のアンケートでは、こうし

たBCPの本質について深く説明せずに質問しているた
め、「被災したからBCPは機能しなかった」と回答さ
れているケースもあったかもしれない。本来のBCPの
目的は、いかに優先業務・重要業務を早期に復旧させ
るか、という点であることをあらためて意識したい。

２．本来あるべきBCPとは？

　実際にBCPに対する意識が飛躍的に高まったのは、
2011年３月の東日本大震災以降といわれている。本
来あるべき姿として、まず、政府が策定しているガイ
ドラインの概要を紹介する。
（1）内閣府�防災担当「事業継続ガイドライン」
　内閣府では、2005年８月に事業継続ガイドライン
（BCPガイドライン）を策定し、幾度の改定を経て、
直近では2023年３月に改定している。2023年の改定
では、「テレワークの導入によって事業活動が途切れ
ることなく、意思決定などを行えるように」、という
内容が追加され、さらに、サイバー攻撃などへの対応
として、情報セキュリティ強化が打ち出されたものに
変更されている。

図表６ BCPの概念
（突発的に被害が発生するリスクの場合）�

　図表６は、企業・組織において突発的に被害が発生
するリスク（地震、水害、テロなど）を主として想定
したものである。

１．�BCP未対応であれば、グラフの青色線のとおり、
一時的に壊滅状態となり、その後緩やかに回復
に向かう、ということになる。

２．�BCP策定・発動により、（優先事業に特化して）
許容限界以上の水準で事業を継続させ、許容さ
れる時間内に目途水準まで復旧させる。

図表５ 費用対効果を踏まえた戦略策定�

ギャップ

〈目標設定〉
守るべき事業とその水準

〈現状把握〉
・最優先事業の災害耐性力
・災害発生後の復旧予測

費用対効果を踏まえた
戦略策定

〝機能するBCP”を構築するには

目標 許容限界 時間軸

目標

復旧

許容限界

許容限界以上の
レベルで事業を
継続させる 許容される

時間内に操業度を
復旧させる

事象発生

事後（初動対応＆事業継続対応）事前

100％

現状の予想復旧曲線
BCP発動後の復旧曲線

操
業
度（
製
品
供
給
量
な
ど
）

資料：内閣府 防災担当「事業継続ガイドライン」
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図表７ BCPの概念（段階的かつ長期間にわたり被害が
継続するリスクの場合）�

　一方、図表７は、段階的かつ長期間にわたり被害が
継続するリスクのうち、「感染症のまん延」にかかる
ものである。　
＜事業継続マネジメント（BCM）の必要性＞
　BCPの策定や維持・更新、事業継続を実現するため
の予算・資源の確保、事前対策の実施、取り組みを
浸透させるための教育・訓練の実施、点検、継続的
な改善などを行う平常時からのマネジメント活動は、
BCM（事業継続マネジメント：Business-Continuity-�
Management）と呼ばれ、経営レベルの戦略的活動と
して位置付けられている。
　企業・組織は、さまざまな危機的な発生事象（イン
シデント）に直面しても、利害関係者から、重要な事
業の継続または早期の復旧を望まれている。したがっ
て、このような利害関係者のニーズと期待を十分に認
識し、BCMを積極的に経営戦略に反映すべきである。
実際、大地震などの自然災害等で操業停止に追い込ま
れる例が続いている。仮に廃業を免れても、復旧に時
間がかかり顧客を失うと、その後に顧客を取り戻すこ
とは容易ではない。
　さらに、近年、企業・組織は生産効率の向上等を目
指して分業化及び外注化を進めてきたことから、原材
料の供給、部品の生産、組立、輸送、販売などに携わ
る企業・組織のいずれかが被災すると、サプライチェー
ン全体が止まり、国内はもちろん世界的にも影響を及
ぼしかねない状況となっている。このような中で、企
業・組織は、自らの生き残りと顧客や社会への供給責
任等を果たすため、どのような事態が発生しても重要
な事業が継続・早期復旧できるよう、BCMを導入す
る必要性が一層高まっている。
　また、BCMは、社会や地域における企業・組織の
責任の観点からも必要と認識されるべきである。災害
対策基本法に基づく国の「防災基本計画」においても、
「災害時に重要業務を継続するための事業継続計画

（BCP）を策定するよう努める」ことが、企業の果た
す役割の一つとして記載されている。また、平成25
年度の「災害対策基本法改正」では、事業者の責務と
して、「災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若し
くは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、基
本理念にのっとり、災害時においてもこれらの事業活
動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、
国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協
力するように努めなければならない」（第７条第２項）
とする規定が追加された。
（2）単にBCPを策定すればよいわけではない
　有事の際に“道しるべ”となるBCPは非常に重要で
あるが、BCPの策定を焦るあまり出来合いの“ひな型”
を流用したとしても、個々の企業にとって本当に実効
性のある計画にはならない。実態を反映しないBCPは
「計画倒れ」になってしまう。
重要なことは、「なぜ、BCPを策定するのか」とい

う目的を見失わないことである。BCPの策定にあたっ
ては、土台となる戦略や基本方針の検討が必要であり、
計画通りに物事を進めていくためのマネジメントも欠
かせない。「計画書」を作るところから、継続的な運用、
改善していく仕組みづくりまでをPDCAサイクルとし
てとらえることが大切である。
（3）何を優先させるべきか？
　企業は、災害が起きても事業を継続させるために、
平時にBCPの基本方針を策定しておく必要がある。
BCP策定にあたっては、災害が発生したあと、どのよ
うな手順を踏んで平常時に戻る／戻すかが大事である。
　本稿では、BCPのさまざまな項目のなかから、「安否
確認」と「サプライチェーン」に絞って解説する。そ
れが実態としては身の丈に合ったBCPになると考える。

Ａ．「ヒト」・「モノ」の安否確認
　災害発生時に最優先させるべき行動は、従業員や
家族など「ヒト」の安否確認である。
　また、並行して行うべき行動としては、事業所や工
場などの設備「モノ」の被災状況の把握である。
Ｂ．活動再開に向けた備え
　第２段階で行うことは「代替」である。その一つと
しては、サプライチェーンの確認・確保、さらに人的リ
ソースを確保するための手段の一つとして、普段から「リ
モートワーク環境」を構築しておく方法などがある。

第3章 身の丈に合ったBCPを考える
　BCPの対象となるさまざまな災害や危機、リスクに
ついて、大まかに分類すると次のようになる。

自主自主
調査調査

時間軸

許容限界

許容限界
許容限界以上の
レベルで事業を
継続させる

許容される
期間内に操業度を
復旧させる

急拡大

100％

現状の予想復旧曲線
BCP発動後の復旧曲線（戦略により異なる）

操
業
度（
製
品
供
給
量
な
ど
）

発生

計画的停止

継続対策

事業継続対策実施

拡大防止策

資料：内閣府 防災担当「事業継続ガイドライン」
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テロ・地震・津波：発生時期や規模は予知できず、
被害想定規模も読みづらい。なお、津波の場合は、
震源地によっては海岸までの到達時間に余裕があ
り、避難が間に合うこともありうる。
感染症・サイバー攻撃：事前にある程度の対策は可
能かもしれないが、想定を上回る被害が起こりうる。
豪雨水害・豪雪：被害想定規模の把握は難しいが、
ある程度の事前対策や事前避難は可能。

今回は、昨今、北陸で多い事象として
地震・津波、豪雨水害・豪雪への対策を念頭にとり
まとめる。
　BCP対応については、企業活動のみならず、人 （々従
業員）の生活面からの観点も重要であり、本来なら
ば、インフラとしての道路、通信、電気・水道など
にも言及しなければならない。また、避難所、災害
ボランティア、救急・介護なども含め、さまざまな
パターンを想定して対応することが理想であろう。
　しかし、現実問題として、本稿ですべてを網羅的に
解説するには限界がある。また、個々の企業がインフ
ラ復旧に直接的に関与することもなかなか難しい。

　そこで、今回は、「個々の企業活動の継続」を前
提に、「身の丈に合ったBCP」として想定しておくべ
き内容として、
　１ 従業員の安否確認
　２ サプライチェーン確保
の２点を中心に考察する。

１．身の丈にあったBCP：【安否確認】

　先に触れたとおり、アンケート自由意見では、今回
の地震が、「もしも平日に起きていたら…」という心
配をするものがあった。具体的には、「平日は出社し
ているので、多くの場合、会社内にいれば大きな被害
／怪我にはならないであろう。一方、家族の安否が心
配、また、営業などで外出している役職員の安否も心
配」ということになるであろう。
　社会全体として安否確認について考えるとすれば、
本来、企業の役職員だけでなく、その家族等も対象と
しなければならないが、本稿では、役職員を中心とし
て考察する。
（1）�安否確認に関するアンケートの自由意見

と対応策
Ａ．システムの新規導入（予定）

・安否確認システムの導入を検討。
・従業員の安否確認にデジタルを活用する。
・�従業員全員に対しての安否確認が仕事始め（1/9）
となってしまったため、外部システムを導入して
即座に対応できるように改善した。

　携帯電話が普及する以前は、「緊急連絡網」が活用
されていた。第一発信者から幹部職員に、幹部職員か
ら部下などに対して、順次固定電話で連絡し、最後の
人は連絡を受けたことを第一発信者に報告する、とい
うパターンが一般的であった。
　携帯電話の普及により、「不在・不通」という状況
は少なくなっているが、一方で「公私の問題」、すな
わち個人／プライベートの携帯に安否確認とはいえ業
務連絡が届く、ということに疑問を持つ人が多くなっ
ていることも事実であろう（従来の各家庭の固定電話
もプライベートなものではあるが、当時は数少ない連
絡手段であり、公使の別について疑念を持つ人は少
なかった）。現在では、いわゆる「つながらない権利」
も意識しつつ、「緊急時・安否確認は別物」という共
通認識など、まずは社内で一定のルールづくり・情宣
が求められる。
　新しいシステムを導入すれば、当然訓練が必要とな
る。訓練を重ねれば、「誤解、不手際、意思疎通が図
れない」など、ほぼ必ずと言っていいほどミスが起こ
り、課題が浮き彫りとなる。大人数の事業所であれば、
なおさらであろう。
① 今まで取り入れていない方法での実施も検討
　多くの企業では「従業員名簿」を作成しており、「緊
急連絡先」として、配偶者、親、子、兄弟姉妹などが
届けられていることが多いと思われる。（親族の理解
と協力が前提とはなるが）たまにはこうした人を巻き
込んで訓練することも必要かもしれない。
　９月29日に、富山県黒部市で能登半島地震を教訓
とした県の防災訓練が実施された。従来とは異なり、
開始時間の予告なしで実施されたため、これまでとは
違った緊張感があったようである。
　企業によっては、社内の監査部門が抜き打ち検査を
実施している例があると思われるが、こうしたことを
防犯訓練・避難訓練でも実施していくことが望まれる。
これを発展させれば、「来週のいずれかの日時で訓練
します」といった漠然とした予告方法で実施していく
ことも検討に値するであろう。
　あわせて、自社従業員に対して、積極的に地域・地
元の訓練に参加してもらうことも奨励すべきであろ
う。地域での活動・気づきが、必ず会社内での訓練に
も活かされるはずである。また、通常想定されている
避難経路が寸断された場合に備え、第二・第三の経路
を選択した訓練も実施しておくべきであろう。
② 安否確認システムには何があるか
　「安否確認システム」にはどのような種類があるの
かをまとめてみた。

〝機能するBCP”を構築するには
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　安否確認システムは、災害発生時などに、従業員や
家族などの安否を迅速に確認するためのシステムであ
り、利用する通信手段やツールによって使い方が異な
る。一般的に、BCP対応としては大きく分けて以下の
２種類となるのではないだろうか。
ａ．メール/SMSなどによる安否確認システム
�・�仕組み：災害発生時に、登録されたメールアドレス
や電話番号宛に自動で安否確認メッセージを送信。
返信によって安否状況を把握する。
�・�メリット：導入が比較的簡単で低コスト。
�・�デメリット：返信が遅れる場合がある。携帯電話の
電波状況に左右される。
ｂ．専用アプリによる安否確認システム
�・�仕組み：専用のスマホアプリを利用し、安否状況を
報告。位置情報やメッセージを送信できる。
�・�メリット：リアルタイムな情報収集が可能。多様な
機能を搭載できる。
�・�デメリット：アプリのインストールが必要。通信環
境に依存する。
ｃ．その他
　「安否確認システム」といった名称からは、警備会
社やIT企業が開発したシステムを連想しがちである
が、身近なところでは、無料通信アプリLINE（グルー
プLINE）や、業務用として使用しているアプリでも活
用次第によっては連絡網の代わりになるため、できる
限り複数の手段を準備しておく事が重要である。
　このほか、「徘徊者」を探す目的としても利用され
ている「GPS/位置情報を利用した安否確認システム」
や、入院患者や独居高齢者の健康状態（心拍数、活動
範囲など）の情報を収集して異常があった際にアラー
トが届く、といったIoTを利用したシステムなどがある。
Ｂ．逆に「ローテク」対応

・従業員の住居マップは必要である。

　本当に手段がない場合には、人海戦術で現地・自宅
に行って確認するという方法しかないであろう。ある
いは、当人の自宅近所に知り合いがいる、別の社員が
いる、といった場合には、その人を介して状況確認が
できるかもしれない。
　いずれにしても、パソコンやスマホ、システムにの
み頼るのではなく、最後の手段として「紙・地図」と
いった現物が役立つこともあるということを、頭の片
隅においておく必要がある。

Ｃ．システムの活用プラスアルファ

・�携帯電話が通じにくく、通常利用している安否確
認システムでの確認に時間がかかった。そのため、
このシステムに加えて、ほかの仕組みも併用する
とともに、これらをうまく使いこなせるように訓
練を重ねることの必要性を感じた。

　このほか、会社が貸与する携帯、業務用の電話番号
の貸与（個人携帯を使用するが通信料は会社が負担）、
アプリの活用、などさまざまなツール・手段があり、
複数を採用している企業もある。
　能登半島地震のように、長期間の停電や広範囲にわ
たる通信障害などを想定し、二重三重の仕組みを準備
しておくことが重要である。インフラの被災がない場
合でも、携帯電話のバッテリー切れや電波圏外時の対
応などには特に注意が必要である。
Ｄ．休日対応（平日対応）

・�連休時の安否確認等の対応について想定しておく
必要があると感じた。例えば、代務者等を含めて
連休中の滞在場所を確認しておくなど。

・�安否確認システムは会社携帯に入っているが、休
日に会社携帯を持ち歩かない従業員が多いため、
情宣・徹底が必要であると感じた。

・�今回の地震が正月だったということで、安否確認
くらいしかできなかった。また、確認にもかなり
の時間を要した。

・�長期休業期間中における災害発生時の対応・規定
が曖昧で機能しなかった。また、旅行・帰省など
で不在者がいる時の対応にも課題が残った。

・�もし、震災が平日（稼働日）であったら、特に従
業員の家族の安否確認などがスムーズに行えたか
どうか疑問が残る。

　先に述べたとおり、正月に大規模地震が発生、かつ
長期休暇・帰省中、という条件のもとでは、「想定外」
の状況であった企業がほとんどであったと推察される。
　実態としては、この状況を「体験した」ことを受け
て、見直し・修正を図る企業も多いと思われる。なお、
今回、地震の影響が少なかった企業においても、上記
の事例を参考に、「想定」を上回る対策を構築してい
ただきたい。
Ｅ．安否確認後の対応
　テレワーク不可・人手中心の会社の場合では、災害
が収まった後に「従業員は出勤できるか？」という問
題が出てくる。「マンパワーの確認・確保」という意
味でも、安否確認は重要である。
　一方、無人化・ロボット採用など機械化された工場
であれば、機械の修復が確認できれば、最小限の人員
で再稼働できる会社もあるとみられる。また「パソコ
ンとネット環境があればどこででも仕事ができる」会

自主自主
調査調査
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社・職種という場合は、仮に勤務する事業所が被災し
た場合でも、他地域の事業所やホテル、コワーキング
スペースなどでの業務継続も可能であろう。

２．身の丈にあったBCP：【サプライチェーン】

（1）サプライチェーンの実情
　５月のアンケート結果や報道内容などから推察する
と、被災地での企業活動再開の状況は次のとおり。
　～１週間……在庫でしのぐ
　～１カ月……減産で対応
　中長期………サプライチェーンの見直しも視野
　あえて誤解を恐れずに述べると、次のようにまとめ
ることができる。

Ａ�．「味・食材のこだわり」をある程度無視すれば、
食品については代替品・代替産地品での対応が可
能。（例：●●産牛肉→▲▲産牛肉、など）
Ｂ�．機械部品でも、汎用的な部品であれば、ある程
度は代替品・他社製品で対応可能。
Ｃ�．「半導体不足」で世界中が混乱した時であっても、
「日本のみならず世界中から、適応する半導体をな
んとか確保できた」という例もあり、一定の同機
能を有するものであれば代替可能。
Ｄ�．一方、先端品、精密部品、航空機・宇宙関係の部品、
特注品などは、納入先の品質検査対応が必要であ
り、すぐに代替品を使用することはできない。
Ｅ�．大手企業では「複数調達先」としてリスク回避・
リスク分散対応している場合が多いが、中小企業
ではそこまでの対応は難しい。また、複数調達先
を採用していても、そのさらに「川上」が同一企
業であるケースもあり、実態把握が難しいという
面もある（図表８）。

図表８ サプライチェーン（単一調達先の懸念事例）�

自社
（メーカー）

競合他社
（メーカー）

Tier１
Ａ社

Tier１
Ｂ社

Tier２
Ｘ社

Tier１
Ｃ社

Tier１
Ｄ社

Ａ．ガイドラインでのサプライチェーンの解説
　先に紹介した内閣府のガイドラインでは、サプライ
チェーンに関する解説があるので、以下に概要をまと
めた。

・�自社で代替拠点を確保すれば、幅広い発生事象に
共通して効果が高いため、危機全般を考えた対応
策として有効性が高い。ただし、現在の拠点と同
等の生産能力を持つ代替拠点は、平常時の費用や
採算性の面で容易でなく、多重化が難しい場合も
多い。

・�次善の策として、①代替拠点の場所だけを決め、
設備投資をせずに立ち上げ、訓練のみ実施する方
法や、②同業他社と「災害時の相互支援」を合意
しておく方法、などを考えることも重要になる。

・�事業継続戦略の実現のための対策には、平常時か
ら、ある程度費用をかけなければならない場合が
多いのは事実であり、経営者としてどこまで費用
をかけるかの判断が重要である。

・�対策の実施により緊急時の製品・サービスなどの
供給が期待できるため、取引先等からの評価向上
や、新たな顧客獲得、取引拡大、投資家からの信
頼性向上など、多くのメリットにつながることも
認識すべきである。

　ただ、現実問題として、代替拠点を検討・確保する
ことは簡単ではない。後述の自由意見のとおり、代替
拠点確保の必要性を意識した企業もあるが、中小企業
の多くは、ガイドラインのような理想的な代替戦略を
採るのは難しいと考えられる。
Ｂ．サプライチェーン把握の難しさ
　サプライチェーンの寸断リスクを回避するため、自
社のサプライヤーを二次・三次にわたって把握してお
くことは重要ではあるが、以下の事例のとおり、それ
が容易ではないことがわかる。

・�取引慣行や力関係で、なかなか自社の論理を強制
できない。

・�一度取得した情報も定期的にメンテナンスしない
と陳腐化してしまう。

・原材料が海外産の場合、なお複雑になる。
・�直接取引をしていない二次・三次サプライヤーな
どの情報はなかなか収集できない（図表９）。

図表９ サプライチェーンの階層�

自社

一次サプライヤー（Tier 1） 一次サプライヤー（Tier 1）

二次サプライヤー
（Tier 2）

（Tier3） （Tier3） （Tier3） （Tier3） （Tier3） （Tier3） （Tier3） （Tier3）

二次サプライヤー
（Tier 2）

二次サプライヤー
（Tier 2）

二次サプライヤー
（Tier 2）

自社で把握
できている
情報

自社では
なかなか
把握でき
ない情報

　ヒアリングでは、高性能・最先端製品を製造してい
る場合、ベンダー側から「Ａ社の部材を使用するよう
に」と指定されるケースが多く、仮にＡ社に不測の事
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態が起こった場合には、ベンダー側から「代わりにＢ
社の部材」として再指定されるようである。
　一方、それほど厳格でない場合には、「Ａ社に不測
の事態が起こった場合には、代替部品を調達するのは
自社の責任である」というケースもある。
（2）�サプライチェーンに関する自由意見と対応策
・�今回は地震の影響は少なかったが、原料仕入れにつ
いて代替先発掘が必要と感じた。
・�自社のBCPだけではなく、自社の取引先に対する
BCPを把握することの必要性を痛感した。
・実際に、サプライヤーのBCP評価を行っている。
・仕入先の状況把握が遅れた。
・販売先に対する自社の状況説明が遅れた。

　ここで、自社のBCPだけではなく、自社の取引先の
BCP策定状況を把握することについて、数社にヒアリ
ングをおこなったので、以下に概要を紹介する。
　一般的に、自社のサプライヤー（仕入先）に対して
は、旧来から「自社に対して原材料・部品を継続的に
供給し続けることが可能かどうか」といった観点から
“実態調査”をしている企業は多い。
　BCPに関するヒアリングでは、川上（仕入先）に対
して実態を「把握している」とする回答はあったもの
の、川下（販売先）に対して「自社の商品を販売し続
けることが可能か」という調査は「していない」とい
う回答がほとんどであった（なお、川下（販売先）に
対しても、“売掛金回収（支払能力／与信管理）”とい
う観点から企業調査はされているはずである）。
　仕入先が重要視される理由としては「自社への部
品・部材の供給停止を回避することが最重要課題」で
あるため、川上に対して調査しているというもの。メー
カーにとって「欠品」という事態は何としても避けた
い事象であり、そのために「在庫を厚く抱える」といっ
た対応をとるなど、多少の利益を削ってでも企業とし
ての「供給責任を果たす」ことが最優先とされている
ことがわかる。なお、仕入先の全先について調査する
ことは非現実的であり、主要先や新規先を中心に行っ
ているようである。
　仕入先のBCP対応について、どういった内容を調査
しているのかについてまとめた。
・BCPを策定しているか？
・�緊急事態を想定した事業継続に関する方針と手続
きをとっているか？
・�緊急事態時に事業継続を意識した行動のための教
育/訓練をしているか？
・�緊急事態から復旧までの具体的な日程や内容、複
数工場での生産体制をとっているか？
・生産・出荷における復旧時間を定めているか？

・�生産を再開するにあたって必要な設備が何かを把
握しているか？

・要員を確保するための対策を実施しているか？
・�製品を生産する際に必要となる部材とその調達先
を把握しているか？

・重要なデータのバックアップを取っているか？

　こうした調査項目については、一部のヒアリング企
業ではスコアリングをして「○○点以上の場合には取
引継続、新規取引」などの基準を設けているようである。
　一方、自社の販売先からは、BCPに関する取り組み
について、厳しい対応を求められているようである（自
社が仕入先に対して調査していることと逆の立場）。
これは、脱炭素への対応（スコープ３の開示義務化）
に似ている。脱炭素では、大手企業のみならずサプラ
イチェーン内の中堅・中小企業においてもその進捗報
告が求められており、基準に達していない先との取引
はできない、とする企業が多くなっているが、BCPに
ついても、そうした動きが今後活発化するかもしれな
い。つまり、BCP対応も大企業だけの話ではなく、い
ずれ全企業が直面する重要な経営課題であるというこ
とに留意する必要がある。
（3）BCPの見直しなど、その他事項
Ａ．BCPの見直し、体制の見直し

・�中長期的には、本社一極集中の見直し、営業所拠
点網の見直しを検討する必要がある。
・�被災で一度休業した店舗を再開する際の判断基準が
明文化されておらず、混乱した。今後、基準の明文
化を検討していく。
・�現状のBCPでは、避難・安否確認までの手順は策定
しているが、その後の復旧までの流れが策定しづら
いためできていない。
・�予め策定していたBCPは、今回の地震ではあまり機
能しなかったため、実体験に基づく対策を盛り込む
形で見直しが必要と考えている。
・�災害対策本部が役員のみで構成されていた為、実働
するメンバーとのギャップが生じた。今後、対策本部
のメンバーの中に、実働する現場の社員を加え、メ
ンバー構成を変更する予定。

　一般的には、上意下達の指揮命令系統が多いが、災
害時など緊急事態にそれに固執すると、後手に回って
しまう懸念がある。上記の例にあるとおり、「現場の
メンバーを入れる」「現場の判断を優先させる」など、
柔軟性を許容する考えも必要となる。
　たとえば、北陸には「本社：東京、主要事業所：北
陸」という会社が多い。こうした事業所では、支社長・
工場長などの現場責任者が、お盆休みや正月には帰省
して現地にいない場合が多い。その際は、現地に滞在
する代務者に緊急時対応の判断・権限を移譲するなど

自主自主
調査調査
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の対応も検討しておくべきであろう。
Ｂ．訓練の実施・見直し

・�自社のBCPで規定したルールが社員に周知されてい
ない。
・�自社のBCPをしっかりと理解しておく必要があると痛
感した。毎年BCP訓練を行っているが、実際に災害
発生を経験するとさまざまな教訓や反省点が出てく
る。引き続き見直していかなければならないと感じた。
・�BCPを策定することの必要性を認識し、それを行動
に移せるかがカギである。
・�BCPの整備を通じた訓練の重要性を再認識した。今
後は、有事対応の「伝承」が課題である。

　ここでは、BCPは策定するだけではなく、常にメン
テナンスを行い、訓練を重ねて「体に覚え込ませる」
くらいの対応が必要である、ということを示している。
　「訓練は最低でも３回は必要」と言われている。い
わゆる「火災を想定した消火訓練」はよく実施されて
いるが、「BCPを発動」するという訓練はなかなか実
行されていないと思われる。
　今回、結果としてBCP発動が訓練ではなく「本番」
として行われ、その「成功・反省・失敗・欠点」が浮
き彫りとなったはずである。今回の「本番」を無駄に
しないためにも、BCPの見直し、訓練は随時必要である。

おわりに

　BCPとは、「危機に直面したときに、「全業務」の早
期復旧はできないであろうという前提のもとで、危機
の中でも自社として最優先すべき事業に対して活用
可能な経営資源を投入し、事業の継続・早期復旧を
目指す」、というものである。また、危機発生時にい
ち早く対策本部を立ち上げ、経営者からの指示が「的
確に」伝わる体制をとるためにも、BCPは不可欠なも
のである。
　危機発生直後、経営資源（物的資源＋人的資源）は
著しく毀損あるいは減少するであろう。そのため、危
機からの復旧は、経営資源である製品供給力（工場・
機械設備など）とマンパワー（役職員の安否のほか、
業務に復帰できる環境）の状況に左右されることに
なる。
　「物的資源と人的資源の被害規模がそれぞれどの程
度か？」にもよるが、あまり複数の復旧パターンを設
定すると経営判断に迷いが生じる可能性がある。その
ため、自社が優先すべき業務のなかでもさらに優先順
位をつけ、「最も被害が大きい場合はＡ」、「それほど
被害が大きくない場合はＢ」などいくつかの行動パ

ターンをあらかじめ決めておき、迅速な対応をとれる
体制を準備しておく、という考え方が望ましいのでは
ないだろうか。
　BCPが「機能しなかった／失敗した」と評されるケー
スとしては、
　１．安否確認が不十分であった
　２．優先業務の復旧が想定よりも遅れた
ということが挙げられる。
　優先業務が何であるか、というのは当然ながら経営
判断である。例えば、高性能・高額な製造機械による
製品が自社の「生命線」であるならば、その機械を守
るための不断の耐火・耐震対策が重要であろう。一方、
スーパーなど小売店の店員、レジ係など、従業員のマ
ンパワーが重要な会社・業務であれば、安否確認後の
居住地確保も重要な事項となろう。
　つまり、企業によって、業界によって、業務内容に
よって、企業戦略はさまざまであり、BCPにおいて何
を優先・重視するか、言い換えれば当面の間、何かを
捨ててでも残すべきものは何か、をあらかじめ定めて
おき、危機の際にはそれを死守できるかどうかが問わ
れるのではないだろうか。
　一方、災害によって、逆に需要が高まるもの／いわ
ゆる復興特需（救援物資、建設、道路、医薬品、など）
がある。これらの特需に対応できなければ、社会的な
期待に応えられなかったことで失望されてしまう可能
性がある。こうした特需に対応できたということも、
BCPが機能したことになる。
　BCPは、単に計画を策定するだけでなく、定期的な
見直しや訓練など、継続的な取り組みが重要である。
BCPが機能することで、企業は顧客や取引先からの信
頼を維持し、競争力を保つことができる。BCPにゴー
ルはなく、随時、見直し・更新をしていかなければな
らない。「今回、問題なく対応できた」企業であっても、
引き続き見直しは必要である。BCPへの取り組みが企
業内で浸透すれば、その意識が従業員から家族にも伝
播され、社会全体として防災・減災の意識醸成にもつ
ながるはずである。
　BCPが「完璧に機能
した」という企業は少
ないと思われ、「何ら
かの不備、課題がある」
はずである。本稿の事
例を通して不断の見直
しを進めていただけれ
ば幸いである。
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